公会計　総論

2009.7.15

船戸　明

【1】 民間企業会計と公会計

（1） 会計の歴史・ストーリー

《歴史》第１時代：会社は清算する前提　　　→　ＢＳ重視

　　　　第２時代：会社は存続する前提　　　→　ＰＬ重視

　　　　第３時代：黒字倒産問題　　　　　　→　ＣＦ重視

　　　　第４時代：子会社使った不透明取引　→　連結重視

　　　　第５時代：会社を売り買いする時代　→　ＢＳ重視

《結論》●会計は、時代背景とともに長い年月かけて進化するものです。

（2） 地方自治体の特徴

1 自治体の特殊性

《業務》　・地方自治体は、巨大装置産業（固定資産が膨大）


　　　・地方自治体は、巨大複合企業（道路建設、不動産賃貸、小売等）

・資産の特殊性　∴ 評価の困難性

《会計》　・現金主義：現金の動きさえ把握すればよい。

　　　　　・単式簿記：こづかい帳　→ストック概念の欠如。

　　　　　・出納整理期間：未収・未払という発想を持たない。


　　　・多数の特別会計、関連団体の存在【別紙資料参照】

2 夕張問題

《概要》　・多年にわたる粉飾決算（資金繰りの行き詰まり）


　　　・自転車操業による借入金の急増

　　　　　・財政再建団体への転落

《原因》　・出納整理期間の悪用

　　　　　・連結ではない決算の悪用


　　　・関係者（国、北海道、市議会、金融機関、市民）ノーチェック

《影響》　・地方財政健全化法制定へ向けてのスピードアップ

　　　　　・自治体の財政状態に応じた債券利回りの成立

　　　　　　→調達コスト変化、ＩＲ活動の重視、などの実務的影響


　　　・会計を巡る発想の転換

　　　　　　→連結発想の導入、ストック概念の導入

《結論》●自治体で大事なのは、固定資産の把握と、お金の流れ、です。

●自治体の特殊性は、十分考慮する必要があるはずです。

　　　　●公会計の最大のポイントは、自治体の特殊性を考慮して、固定資産をいかに会計に反映させるか、です。

【2】 ここ数年の公会計動向

（1） 国の動向

《状況》　省庁別財務諸表を作成・公表

（2） 地方自治体公会計の動向

1 総務省中心の動き

	H12/3
	総
	地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書（BS）

	H13/3
	総
	地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書（PL）

	H15/3
	CPA
	公会計概念フレームワーク

	H16/6
	財
	省庁別財務書類の作成基準

	H17/9
	総
	地方公共団体の連結バランスシートの試行

	H18/5
	総
	新地方公会計制度研究会報告書

	
	
	

	
	
	新公会計
	財政健全化法

	H18/6
	
	
	夕張市が再建団体申請

	H18/8
	総
	地方行革新指針（公会計の整備＋資産債務改革）
	

	H19/6
	
	
	地方公共団体財政健全化法

	H19/10
	総
	新地方公会計制度実務研究会報告書
	

	H20/秋
	
	
	H19年度4指標公表

	H21/秋
	総
	H20年度財務書類公表
	H20年度4指標公表


2 地方自治体のＨ１９年度財務書類作成状況

	
	都道府県
	市区町村
	政令市

	基準モデル
	0
	37
	2

	総務省方式改訂モデル
	7
	577
	5

	総務省方式
	37
	735
	10

	その他のモデル
	3
	22
	0

	未作成
	0
	429
	0

	合計
	47
	1,800
	17


（Ｈ２１．６．４総務省発表資料）

《指摘事項》

　　　　　　　・市区町村で未作成は、昨年の５２０団体から４２９団体に減少


　　　・「新地方公会計」の基準モデル・改訂モデル採用済は意外に少ない


　　　・都道府県で「その他モデル」採用が３団体ある（東京都含む）

（3） 今後の課題・展望

《課題》　・公会計に存在する２つのモデル


　　　　→将来１つに統一されるのか、という不安。


　　　・公会計の会計基準を誰が作るのか



　　　　→日本公認会計士協会の発言増加（論点整理の公表）



　　　・東京都の独自の動き



　　　　→独自方式（東京都方式）の横展開、大阪府の賛同



　　　・公会計の特殊性をどこまで認めるか



　　　　→予算制度不変のまま、会計制度を変えることの事務負担



　　　・公会計を巡る会計理論的対立



　　　　→税収は収益か出資か、固定資産の評価は時価か取得価額か

《展望》　・公会計を導入する以上、監査の話が必ず出てくる。


　　　・公認会計士協会の発言力は増大するだろう。



　　　・数年内に、公会計の会計基準見直しが行われると思われる。


　　　・公会計の基準作りも、オープンな体制で進むのではないか。

《結論》　●公会計は発展途上で、主導権争いの真っ最中です。

　　　　　●いずれにせよ、資産の整理が必要なのは間違いありません。

　　
　　　●まずは資産の把握、整理からスタートするのが無難です。

【3】 公会計財務書類の活用方法と将来性

（1） 一つ目の目的（責任）　－説明責任－　

1 増税、減税の根拠として

2 現役世代、将来世代の受益と負担の関係

（2） 二つ目の目的（責任）　－意思決定－　

（3） 三つ目の目的（責任）　－資金調達－

1 総務省による海外IR（静岡県、京都市、川崎市）

2 R&Iによる依頼格付け

3 外資系銀行の自治体向け融資

4 現在の都道府県HPトップページ状況

	知事室等の設置
	決算・予算
	IR情報

	46
	15
	6


（4） 外部の目による監査・チェック機能の充実

1 住民

2 監査委員、議会、国（総務省）、都道府県

3 投資家

4 監査法人

《結論》　●公会計の活用に明確な答はありません。

　　　　　●活用方法を議論する前に、まずは導入することが大事です。

【4】 今後の講習会テーマ

（1） 【資産】新公会計制度における公有財産管理とは

（2） 【会計】地方自治体の特殊性と会計を巡る論点・総務省2つの方式
（3） 【会計】複式簿記・発生主義の基礎

（4） 【資産】資産評価実務①

（5） 【資産】資産評価実務②

（6） 【資産】資産評価実務③

（7） 【会計】資産評価以外の会計方針

（8） 【資産】固定資産台帳整備の必要性とその内容

（9） 【会計】連結財務書類実務
【5】 公会計用語集

（1） ＢＳ

貸借対照表。地方自治体の財政状態（資金の調達方法と運用方法）を示す。後述の資産・債務改革のために、もっとも重要と考えられる財務書類。

（2） ＰＬ

行政コスト計算書。民間企業でいえば損益計算書。自治体は、費用を収益で賄い利益を出す、という事業はむしろ少ない。従って、利益概念よりも、どの事業にどれくらいのコストをかけたかを明らかにするニーズの方が高く、その意味で、行政コスト計算書が財務書類の一つとされている。

（3） ＮＷ

純資産変動計算書。（２）の行政コストの動きも含め、税収や地方交付金、都道府県支出金による純資産の増加、設備投資や貸付による純資産の変動など、自治体の純資産に影響を与えるすべての項目をフロー取引として明らかにする財務書類。

（4） ＣＦ

　現預金の収入、支出を明らかにする財務書類。これまでの自治体決算の思想に最も近く、なじみやすいのではないか。なお、現預金収支の区分として、経常的収支・資本的収支・財務的収支、などが用いられる。

（5） 財務書類

　地方公共団体本体の上記４表をまとめて財務書類と呼ぶ。

（6） 連結財務書類

　外郭団体（一部事務組合、地方独立行政法人、地方三公社、第三セクターなど）も含めて作成した財務書類４表を連結財務書類と呼ぶ。　

（7） 研究会報告

　総務省がＨ１８／５に公表した地方公会計の基準。いわば公会計の基礎となるべき法律。

（8） 実務研究会報告

　総務省がＨ１９／１０に公表した地方公会計を適用するにあたっての実務的指針。いわば法律（研究会報告）を補佐する実務的な方針を示す。

（9） Ｑ＆Ａ

　総務省がＨ１９／１２に公表した地方公会計推進に当たっての実務的疑問点をＱ＆Ａ形式で示したもの。その後、地方財政健全化法の制定などに応じて数回改訂されている。

（10） 総務省ＷＧ（ワーキンググループ）

　地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ。総務省のＷＧであり、まだまだ未整備の多い公会計を普及させるために立ち上げられたもの。Ｈ２０／６からＨ２０／１２にかけて７回にわたるセッションが行われ、資産評価・連結財務書類という二大論点について以下の手引を作成した。公認会計士と浜松市、倉敷市、砥部町、和歌山県の関係者が構成メンバー。

（11） 実務手引

　資産評価実務手引および連結財務書類作成実務手引の二種類がＨ２０／１２からＨ２１／７にかけて公表されている。二大論点である資産評価と連結財務書類の作成についての実務的指針をまとめたもので、今後の実務の基準手引となる。

（12） 論点整理

　日本公認会計士協会が、Ｈ２０／１０に公表した公会計を巡る問題意識の整理。当初、公認会計士協会独自の公会計基準を公表するという動きもあったが、まずは公会計の導入を図る総務省と調整が行われ、「論点整理」という形となった。

　今日の講義で述べた、会計基準の設定主体や公益事業を行う団体に共通の基準作り、出納整理期間の会計上の取り扱いなど１９の論点・提言が示されている。

（13） 総務省方式

　総務省がＨ１２／３から推進しているＢＳやＰＬの作成指針に基づいて作成された財務諸表様式。

（14） 基準モデル

　元新潟大学助教授によって考案された、純粋理論的な会計手法を用いての財務諸表様式。複式簿記の仕訳モデルも提示され、理論面・実務面の配慮がなされた公会計基準の一つの体系と言える。

　税収は住民からの出資と考える点、固定資産は基本的に公正価値評価を行う点が、日本公認会計士協会の考え方と大きく異なる点。

（15） 総務省方式改訂モデル

　（１１）のモデルを改訂したもので、より実務的に作成の簡便性、自治体間の比較可能性を重視したモデル。複式簿記の概念は導入されておらず、決算統計の組替を基礎として財務書類を作成する。

　税収の考え方は基準モデルと同様であり、固定資産の評価は段階的に公正価値評価とする。

（16） 地方財政健全化法

地方自治体の財政早期健全化を目指してＨ１８に制定された法律。各種指標の作成・公表（毎年秋）、数値基準による早期健全化対策、再生団体への国の関与などを規定。

あくまで「早期発見・早期治療」が目的であり、民事再生法などの倒産法制ではないことに留意。

（17） 出納整理期間

年度末までの債権債務整理などを目的として設けられた期間。５月末までの前年度に関する債権債務の動きは、前年度決算に織り込んで処理をする。結果として、４，５月の歳入・歳出には前年度分と当年度分が混在することになり、粉飾の一因になっているとも指摘されている。

（18） 資産債務改革

行政改革により、地方自治体の運営を効率化すべく定められた方針。資産の全貌を明らかにし、売却可能資産の把握、処分の推進を図る。その意味で、公会計においても、ＢＳの把握がもっとも重要ではないかと考えられる。

【6】 （参考）平成１8年　寝耳に水の夕張市財政破綻

（1） 財政破綻の要因

1 構造的、社会的要因

・人口の急減　　　（S35　　107,972人　→　H17　　 13,002人）

・税収の減少　　　（S59　2,164百万円　→　H16　　974百万円）

・普通交付税の減少（H3　 6,991百万円　→　H16　3,267百万円）

2 経営的要因

・硬直的な財政構造

　　　H16経常収支比率　116.3%　⇔　全国平均　90.5%

　　　H16人口1,000人当たり職員数　20.12人 ⇔ 全国平均　8.12人

H16人件費率　50.9%、H16公債費率　29.6%

・「炭鉱から観光へ」の政策失敗（石炭歴史村）

（2） H18/6/20　市長による財政再建団体表明

1 遅すぎた再建団体申請

・一時借入金の活用による粉飾決算

→ア）なぜ粉飾したのか、イ）なぜ粉飾が可能だったのか、

ウ）なぜ粉飾は発見できなかったのか

・イ）旧財政再建法では、普通会計が中心で連結ベースではない

・ウ）決算に対するチェック体制の不備

　　　（国、北海道、市議会、監査委員、金融機関、まして市民）

・決算報告が正確であれば、H13には再建団体申請

2 財政再建計画

（3） 破綻後の住民生活の変化

（4） 夕張市破綻の影響

1 破綻予防措置としての「財政健全化法」の制定（H19/6、後述）

2 自治体資金調達における格差が発生
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